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果樹経営の特徴と共同

           

果樹農家数や果樹園地

産地基盤の再構築が必要となっている
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て、新規就農者用に賃貸する仕組みが必要

新規就農者の

を支援する仕組みが必要

に着目した担い手確保の
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 ・管内の果樹の里親研修実施数
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① 研修制度の追加

 

 

② 研修体制

 

③ 農作業

・地域受け入れ体制

・管内の果樹の里親研修実施数

課題解決のための提案内容

 

 

[就農相談者

[研修生]  土づくり、剪定、農機修理など、その分野に得意な複数農家の受講

[産地]  研修生確保

期待される効果

 

[新規就農者

[産地]  研修制度

期待される効果

 

[新規就農者

[産地] 新規就農者のニーズに応えられ、遊休資産の有効活用

期待される効果

成果目標 

 

・就農地決断前の者

誘致する研修体制を
 

・「産地」が里親

個人負担軽減
 

・産地は「新規就農者定着促進

 プラン」を策定

 

・ＪＡ等が就農者に

賃貸する、老朽

園地の整備を拡大

 

・産地が取組む

改修を促進し、

就農者の不足施設

解消と、必要

削減を支援

方 策 

方 策 

方 策 

制度の追加と里親登録要件の

研修体制と樹園地整備をセットで取組

農作業倉庫等の環境

体制を整備した長野管内の果樹産地

・管内の果樹の里親研修実施数

課題解決のための提案内容

者]  就農適性

土づくり、剪定、農機修理など、その分野に得意な複数農家の受講

研修生確保の拡大

期待される効果 

新規就農者]  就農時点で

研修制度と連動

期待される効果 

新規就農者] 必要な施設の確保

新規就農者のニーズに応えられ、遊休資産の有効活用

期待される効果 

就農地決断前の者を、産地

する研修体制を推進

が里親となり、里親の

軽減と受入数

新規就農者定着促進

プラン」を策定し、研修

就農者に 

老朽樹 

整備を拡大 

が取組む施設 

改修を促進し、新規

就農者の不足施設

必要経費の

を支援 

 

 

 

と里親登録要件の

園地整備をセットで取組

環境整備によ

を整備した長野管内の果樹産地

・管内の果樹の里親研修実施数           

課題解決のための提案内容 

就農適性を早期に判断しやす

土づくり、剪定、農機修理など、その分野に得意な複数農家の受講

の拡大、里親の個人負担軽減、農地や住居等

 

○樹園地整備に活用できる

の補助上限を
 

    ※1： 「新規就農者定着促進プラン」を策定し①の研修に取組む産地

※2：ぶどう新規就農者に必要な

就農時点で生産性の高い樹園地

と連動することで

 

○ＪＡや市町村が

農機具格納庫に

利用料金を
 

○県営住宅活用の場合、用途変更し市町村へ移管
 

※1： 

� 事業費

必要な施設の確保、農業経費の抑制による

新規就農者のニーズに応えられ、遊休資産の有効活用

、産地に 

推進 

里親の 

と受入数を拡大 

新規就農者定着促進 

し、研修を実施 

と里親登録要件の拡大により

園地整備をセットで取組む

より経営安定へのステップアップを支援

を整備した長野管内の果樹産地

           

 

○産地団体は年間

研修」を開催、県や市町村
 

○「里親農業者」の登録要件をＪＡ出資法人や生産者部会

等の産地団体にも拡大
 

○県は、「研修コーディネーター」の設置費用を負担
�

判断しやすく、決断後は

土づくり、剪定、農機修理など、その分野に得意な複数農家の受講

の個人負担軽減、農地や住居等

園地整備に活用できる

の補助上限を 250 万円から

「新規就農者定着促進プラン」を策定し①の研修に取組む産地

ぶどう新規就農者に必要な

生産性の高い樹園地

で、整備する樹園地の

ＪＡや市町村が、閉鎖した保育園や遊休倉庫等を農作業小屋や

農機具格納庫に

利用料金を、就農

○県営住宅活用の場合、用途変更し市町村へ移管

 「新規就農者定着促進プラン」を策定し①

事業費120

、農業経費の抑制による

新規就農者のニーズに応えられ、遊休資産の有効活用

により、産地受入れ体制を

むことで、新規就農者への

安定へのステップアップを支援

を整備した長野管内の果樹産地      

           ２０件／年間

産地団体は年間

研修」を開催、県や市町村

「里親農業者」の登録要件をＪＡ出資法人や生産者部会

等の産地団体にも拡大

○県は、「研修コーディネーター」の設置費用を負担
� 事業費 240

提 

く、決断後は

土づくり、剪定、農機修理など、その分野に得意な複数農家の受講

の個人負担軽減、農地や住居等

園地整備に活用できる「需要に応える園芸産地育成事業」

万円から、要件付き

「新規就農者定着促進プラン」を策定し①の研修に取組む産地

ぶどう新規就農者に必要な

提

生産性の高い樹園地が確保でき、経営の早期安定化が期待できる

樹園地の受け手が明確

、閉鎖した保育園や遊休倉庫等を農作業小屋や

農機具格納庫に改修し、新規就農者

就農5 年以内に限り、

○県営住宅活用の場合、用途変更し市町村へ移管

「新規就農者定着促進プラン」を策定し①

0 万円（上限1

提

、農業経費の抑制による

新規就農者のニーズに応えられ、遊休資産の有効活用

、産地受入れ体制を

、新規就農者への

安定へのステップアップを支援

 ４地区 

２０件／年間 

産地団体は年間 20 日程度の「里親研修前お試し体験

研修」を開催、県や市町村が

「里親農業者」の登録要件をＪＡ出資法人や生産者部会

等の産地団体にも拡大し、コーディネーターを設置

○県は、「研修コーディネーター」の設置費用を負担
240 万円（60

 案 

く、決断後は里親研修に移行しやすい

土づくり、剪定、農機修理など、その分野に得意な複数農家の受講

の個人負担軽減、農地や住居等の確保

「需要に応える園芸産地育成事業」

要件付き(※1)  

「新規就農者定着促進プラン」を策定し①の研修に取組む産地

ぶどう新規就農者に必要な 50ａ分の果樹棚等の設置費用

提 案 

でき、経営の早期安定化が期待できる

受け手が明確となり

、閉鎖した保育園や遊休倉庫等を農作業小屋や

し、新規就農者に貸付ける

年以内に限り、要件付き

○県営住宅活用の場合、用途変更し市町村へ移管

「新規就農者定着促進プラン」を策定し①

10,000 円/月

提 案 

、農業経費の抑制による経営の早期安定化

新規就農者のニーズに応えられ、遊休資産の有効活用も期待できる

、産地受入れ体制を促進 

、新規就農者への樹園地継承

安定へのステップアップを支援 

日程度の「里親研修前お試し体験

が運営を支援

「里親農業者」の登録要件をＪＡ出資法人や生産者部会

し、コーディネーターを設置

○県は、「研修コーディネーター」の設置費用を負担
60 万円/人×

里親研修に移行しやすい

土づくり、剪定、農機修理など、その分野に得意な複数農家の受講が可能

確保が効率化

「需要に応える園芸産地育成事業」

  で 500 万円

「新規就農者定着促進プラン」を策定し①の研修に取組む産地

ａ分の果樹棚等の設置費用

でき、経営の早期安定化が期待できる

受け手が明確となり、事業

、閉鎖した保育園や遊休倉庫等を農作業小屋や

に貸付ける際、新規就農者の

要件付き(※1)  で

○県営住宅活用の場合、用途変更し市町村へ移管 

「新規就農者定着促進プラン」を策定し①②に取組む産地

月×12 か月×

経営の早期安定化が期待できる

期待できる 

 

継承を促進

日程度の「里親研修前お試し体験

支援 

「里親農業者」の登録要件をＪＡ出資法人や生産者部会

し、コーディネーターを設置

○県は、「研修コーディネーター」の設置費用を負担 
人×4 人） 

里親研修に移行しやすい 

可能 

効率化 

「需要に応える園芸産地育成事業」（1/2 以内）

万円(※2)  に拡大

「新規就農者定着促進プラン」を策定し①の研修に取組む産地 

ａ分の果樹棚等の設置費用1000 万円

でき、経営の早期安定化が期待できる

事業を進めやすい

、閉鎖した保育園や遊休倉庫等を農作業小屋や

、新規就農者の

で県が 1/2 負担

に取組む産地の就農者

か月×1/2×20 名）

が期待できる 

促進 

日程度の「里親研修前お試し体験

「里親農業者」の登録要件をＪＡ出資法人や生産者部会

し、コーディネーターを設置 

  

以内） 

拡大 

 

万円 

でき、経営の早期安定化が期待できる 

進めやすい 

、閉鎖した保育園や遊休倉庫等を農作業小屋や 

、新規就農者の 

負担 

の就農者 

名） 


